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気候変動に対応する欧州の法整備
が加速するなか、日本においてもサ
ステナビリティを重視した経営が求
められている。GHG削減への対応
は、企業経営における喫緊の課題と
いえ、とりわけ、「CFP」を取引先
から要請されるケースが見られるな
ど、事業競争力を確保するうえでも、
その重要性は高まっている。また、
SDGsの浸透とともに消費者意識に
変化が起こり、社会的課題の解決に
配慮した「エシカル（倫理的）消費」

を消費者が選ぶ傾向にある点も見逃
せない。

こうした動向に対して、CFPの
可視化を、取引先の要請に応じた開
示や製品への表示のみに留めず、サ
ステナビリティ経営に向けた判断材
料としたいという顧客ニーズも見え
てきた。収益性を含めた情報を一元
的に集約して予算実績管理を行い、
さらに経年比較することで現状を分
析し、それに基づく業務改革を推進
しようとする企業が増えてきたので
ある。
その一方、CFPの算定方法やソ
リューションの乱立、データ整備な
ど、企業に対する負荷の高い課題が
少なくないという現実が横たわって
いる。

2015 年の「パリ協定」で気候変動対策が国際合意を得て以来、温室効果ガス（以下、GHG）削減への対応が各国に求め
られ、日本においても企業経営の課題となっている。この流れを汲み、NTTデータでは商品やサービス提供のために排
出されるGHG排出量をCarbon Footprint of Products（以下、CFP）として可視化し、取引先への開示や製品競争力強
化などを実現するソリューションを提供している。本稿ではそれらについて紹介する。
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図 1　サステナビリティ経営情報基盤の必要性
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NTTデータは、このような課題
をクリアするとともに、企業にとっ
て最も重要ともいえる収益性を損な
わない中長期的視点を持ったシステ
ムデザインを模索してきた。
めざすべきは、「変動する外部環
境に対応するために、本質的なデジ
タルアセットを一元的な基盤に整備
し、相反することもあるサステナビ
リティ性と収益性を踏まえた両輪経
営の実現」である（図 1）。
中長期的視点を持ったシステムの
構築によって、CFPだけでなく、
その他のサステナビリティ情報や収
益性などの既存経営指標を柔軟性の
高い IT基盤に集約し、データドリ
ブンな経営判断が可能となる。

前述したように、CFPの可視化
に関して、算定方法やデータ整備に
課題を抱えるお客様は少なくない。
CFPに関するルールメイキングの
動向や、乱立する可視化ソリュー
ションの違いを見極め、自社のめざ
すべき姿をどのように描くべきか構
想策定を行うことが重要である。こ
うした現状を踏まえ、NTTデータ
は、CFPを中心としたサステナビ
リティ経営管理のプロジェクト立ち
上げから、構想策定、ソリューショ
ン導入までを提供している。
このような一貫した取り組みによ
り、顧客の課題抽出から、めざすべ
き姿の実現に向けたコンサルティン
グ、経営を支える意思決定基盤の導

ハウを結集したソフトウェアアセッ
トをテンプレートとして開発した。

GHG排出量の可視化を得意とす
る「C-Turtle」シリーズのなかで積
み上げ型の CFP計算に強みを持つ
ブランドとして「C-Turtle ForeSus」
と言う名称ですでに提供を開始して
おり、サステナビリティと収益性の
２軸での分析が可能となる。「Board」
の強みであるユーザビリティやビ
ジュアル性を生かし、各データの経
年比較や予算実績をダッシュボード
上で視覚的に分析可能な点が特徴と
いえる（図 2）。
業界を限定しないテンプレートで
あり、さらに拡張性が高く、お客様
それぞれの要件に柔軟に対応できる
ため、あらゆる製造業のお客様に対
して CFPの可視化をはじめとした
サステナビリティ経営の支援ができ
るようになった。

入までをサポートできることが
NTTデータの強みであり、これま
で化学メーカー、石油元売メーカー、
食品・飲料メーカーをはじめとして
多くのお客様の要望に応じた実績を
積み上げるとともに、知見・ノウハ
ウを蓄積してきた。
ソリューションの導入に際して
は、CFPに関するルールメイキング
の変化や、CFP以外のサステナビリ
ティ情報への対応が可能となるよ
う、CFPに特化しない汎用型の
CPM/BIツールである「Anaplan」
「Board」「Tableau」を用意している。

CFP可視化ソリューションの迅
速な導入を求めるニーズに応えるた
め、NTTデータはこのたび、EPM 
SaaS（クラウド型経営管理ソリュー
ション）である「Board」を活用し、
これまでのコンサルティングのノウ

※「C-Turtle」及び「ForeSus」は日本国内におけ
る株式会社NTTデータの登録商標又は商標です。

図 2　C-Turtle ForeSus の画面イメージ

NTTデータが模索してきた
システムデザイン

NTTデータのCFP 実績
プロジェクト立ち上げから
ソリューション導入まで

サステナビリティ経営管理
ソリューションの進化


